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内閣府

（防災担当）
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各火山地域が抱えている個別の課題の検討

各火山地域の避難計画策定の取組を支援するため、平成２８年度は以下の４課題１７火山について、
地方公共団体と協働して避難計画を検討中

課題 火山名

①火口近傍の登山者・観光客の避難計画の策定

噴火警戒レベル１（活火山であることに留意）の段階における遊歩道
閉鎖等の判断基準の設定や、突発噴火時の緊急退避所及び避難路
の計画、観光業者等による情報提供方法などに関する具体的な避
難計画の策定

倶多楽
八甲田山
秋田焼山
焼岳
雲仙岳

②市街地を含む具体的な避難計画（要援護者含む）の策定

都市に近い火山で、火砕流や融雪型火山泥流等による被害エリアが
市街地を含んで広範囲に広がり、避難対象住民等が多数存在する
場合の、住民（避難行動要支援者を含む）に対する実効性のある避
難計画の策定

岩木山
岩手山
浅間山
鶴見岳・伽藍岳

③複数の想定（火口／シナリオ）による避難計画の策定

広い想定火口域内での異なる火口や、想定される噴火事象ごとの噴
火シナリオに応じた、立ち入り規制範囲、避難所や避難経路、誘導
手段等の、具体的な避難計画の策定

アトサヌプリ
雌阿寒岳
有珠山
鳥海山
霧島山

④離島からの島外避難計画の策定

島内の避難路確保、港における避難施設の設置計画、離島住民の
島外避難手段及び島外避難先の確保などの避難計画の策定

薩摩硫黄島
口永良部島
諏訪之瀬島

地方公共団体、内閣府等による
打合せの様子

現地調査（登山道や避難所など）の様子
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（
策定済
市町村数

/
関係市町
村数

） （
策定済
市町村数

/
関係市町
村数

）

アトサヌプリ 北海道 ◎ ○ ○ （ 0 [ 1 ] / 1 ） 新潟焼山 新潟県、長野県 ◎ ○ ○ ○ （ 1 [ 3 ] / 3 ）

雌阿寒岳 北海道 ◎ ○ ○ （ 0 [ 3 ] / 3 ） 弥陀ヶ原 富山県 ◎ （ 0 [ 1 ] / 3 ）

大雪山 北海道 ◎ （ 0 [ 3 ] / 3 ） 焼岳 長野県、岐阜県 ◎ ○ ○ （ 0 [ 2 ] / 2 ）

十勝岳 北海道 ◎ ○ ○ （ 0 [ 6 ] / 6 ） 乗鞍岳 長野県、岐阜県 ◎ （ 0 [ 1 ] / 2 ）

樽前山 北海道 ◎ ○ ○ （ 0 [ 2 ] / 3 ） 御嶽山 長野県、岐阜県 ◎ ○ ○ ○ （ 1 [ 5 ] / 5 ）

倶多楽 北海道 ◎ ○ ○ ○ （ 1 [ 1 ] / 2 ） 白山 岐阜県、石川県 ◎ ○ ○ （ 0 [ 1 ] / 2 ）

有珠山 北海道 ◎ ○ ○ （ 0 [ 3 ] / 3 ） 富士山 山梨県、静岡県 ◎ ○ ○ ○ （ 2 [ 15 ] / 15 ）

北海道駒ヶ岳 北海道 ◎ ○ ○ （ 0 [ 3 ] / 3 ） 箱根山 神奈川県 ◎ ○ ○ ◎ （ 1 [ 1 ] / 1 ）

恵山 北海道 ◎ ○ ○ （ 0 [ 1 ] / 1 ） 伊豆東部火山群 静岡県 ◎ ○ ○ ○ （ 1 [ 2 ] / 2 ）

岩木山 青森県 ◎ ○ ○ （ 0 [ 2 ] / 6 ） 伊豆大島 東京都 ◎ ○ ○ （ 0 [ 1 ] / 1 ）

八甲田山 青森県 ◎ ○ （ 0 [ 1 ] / 2 ） 新島 東京都 ◎ （ 0 [ 0 ] / 1 ）

十和田 青森県、秋田県 ◎ （ 0 [ 3 ] / 3 ） 神津島 東京都 ◎ （ 0 [ 0 ] / 1 ）

秋田焼山 秋田県 ◎ ○ ○ ○ （ 1 [ 2 ] / 2 ） 三宅島 東京都 ◎ ○ ○ （ 0 [ 1 ] / 1 ）

岩手山 岩手県 ◎ ○ ○ ○ （ 1 [ 4 ] / 4 ） 八丈島 東京都 ◎ （ 0 [ 0 ] / 1 ）

秋田駒ヶ岳 秋田県、岩手県 ◎ ○ ○ ◎ （ 2 [ 2 ] / 2 ） 青ヶ島 東京都 ◎ （ 0 [ 0 ] / 1 ）

鳥海山 秋田県、山形県 ◎ ○ （ 0 [ 4 ] / 4 ） 鶴見岳・伽藍岳 大分県 ◎ ○ ○ （ 0 [ 4 ] / 4 ）

栗駒山
秋田県、岩手県、

宮城県
◎ ○ （ 1 [ 4 ] / 4 ） 九重山 大分県 ◎ ○ ○ （ 0 [ 3 ] / 3 ）

蔵王山 山形県、宮城県 ◎ ○ ○ ○ （ 1 [ 5 ] / 5 ） 阿蘇山 熊本県 ○ ○ ○ （ - [ - ] / 3 ）

吾妻山 山形県、福島県 ◎ ○ ○ ○ （ 1 [ 3 ] / 3 ） 雲仙岳 長崎県 ◎ ○ ○ （ 0 [ 3 ] / 3 ）

安達太良山 福島県 ◎ ○ ○ ○ （ 2 [ 5 ] / 6 ） 霧島山 宮崎県、鹿児島県 ◎ ○ ○ ○ （ 1 [ 5 ] / 6 ）

磐梯山 福島県 ◎ ○ ○ ○ （ 1 [ 4 ] / 6 ） 桜島 鹿児島県 ◎ ○ ○ ◎ （ 2 [ 2 ] / 2 ）

那須岳 福島県、栃木県 ◎ ○ ○ （ 0 [ 2 ] / 4 ） 薩摩硫黄島 鹿児島県 ◎ ○ ○ （ 0 [ 1 ] / 1 ）

日光白根山 栃木県、群馬県 ◎ （ 0 [ 3 ] / 3 ） 口永良部島 鹿児島県 ◎ ○ ○ （ 0 [ 1 ] / 1 ）

草津白根山 群馬県、長野県 ◎ ○ ○ （ 0 [ 5 ] / 5 ） 諏訪之瀬島 鹿児島県 ◎ ○ ○ （ 0 [ 1 ] / 1 ）

浅間山 群馬県、長野県 ◎ ○ ○ ○ （ 2 [ 6 ] / 6 ） 合計 49 39 37 17 （ 22 [ 131 ] / 155 ）

（※１）○は法定協議会への改組が終わっていない火山

（※４）火山災害警戒地域に指定された市町村

（※５）[ ]内は、活動火山対策特別措置法第６条第１項１，２，３，４，６号の各項目について、最低１項目は策定されている市町村数

（※６）平成２８年（２０１６年）熊本地震に対する防災対応を優先すべき熊本県内の３市町村については調査を保留

（※３）活動火山対策特別措置法第６条第１項１，２，３，４，６号の各項目について、対象市町村における住民と登山者等向けのそれぞれの対策の必要性を加味し、全て記載されている場合を「策定済」とした。

火山ハザ
ードマップ

作成

噴火警戒
レベル
運用

市町村地域防災計画等における
警戒避難に関する記載

（※２）平成２８年４月３０日現在で、関係市町村の一部で策定済の場合には「○」、関係市町村の全ての市町村で策定済の場合には「◎」とした。

火山名 関係都道県
 火山防災
 協議会
　　設置

火山ハザ
ードマップ

作成

噴火警戒
レベル
運用

市町村地域防災計画等における
警戒避難に関する記載 火山名 関係都道県

 火山防災
 協議会
　　設置

（※１）
（※２）

（※４）

（※１）
（※２）

（※４）（※３） （※３）

（※5） （※5）

（※６）

火山災害警戒地域における火山防災対策の取組状況 （平成２８年９月３０日現在）
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アトサヌプリ 2 ● 1 ● 1 新潟焼山 4 ● 1 ● 1 ● 2

雌阿寒岳 2 ● 1 ● 1 弥陀ヶ原 4 ● 1 ● 1 ● 1 ● 1

大雪山 3 ● 2 ● 1 焼岳 3 ● 1 ● 2

十勝岳 2 ● 1 ● 1 乗鞍岳 2 ● 1 ● 1

樽前山 2 ● 1 ● 1 御嶽山 2 ● 2

倶多楽 2 ● 1 ● 1 白山 2 ● 1 ● 1

有珠山 2 ● 1 ● 1 富士山 6 ● 2 ● 3 ● 1

北海道駒ヶ岳 2 ● 1 ● 1 箱根山 2 ● 2

恵山 2 ● 1 ● 1 伊豆東部火山群 4 ● 1 ● 1 ● 1 ● 1

岩木山 5 ● 2 ● 1 ● 2 伊豆大島 7 ● 2 ● 3 ● 1 ● 1

八甲田山 5 ● 2 ● 2 ● 1 新島 7 ● 2 ● 3 ● 1 ● 1

十和田 8 ● 2 ● 5 ● 1 神津島 7 ● 2 ● 3 ● 1 ● 1

秋田焼山 4 ● 2 ● 2 三宅島 7 ● 2 ● 3 ● 1 ● 1

岩手山 6 ● 2 ● 2 ● 2 ● 1 八丈島 7 ● 2 ● 3 ● 1 ● 1

秋田駒ヶ岳 6 ● 2 ● 3 ● 1 青ヶ島 7 ● 2 ● 3 ● 1 ● 1

鳥海山 4 ● 1 ● 3 鶴見岳・伽藍岳 4 ● 1 ● 2 ● 1

栗駒山 7 ● 2 ● 4 ● 1 ● 1 九重山 5 ● 2 ● 2 ● 1

蔵王山 2 ● 1 ● 1 阿蘇山 （調整中）

吾妻山 5 ● 1 ● 3 ● 1 雲仙岳 3 ● 1 ● 1 ● 1

安達太良山 5 ● 1 ● 3 ● 1 霧島山 7 ● 3 ● 1 ● 2 ● 1

磐梯山 5 ● 1 ● 3 ● 1 桜島 3 ● 1 ● 1 ● 1

那須岳 3 ● 1 ● 1 ● 1 薩摩硫黄島 3 ● 1 ● 1 ● 1

日光白根山 3 ● 1 ● 1 ● 1 口永良部島 3 ● 1 ● 1 ● 1

草津白根山 4 ● 1 ● 3 諏訪之瀬島 3 ● 1 ● 1 ● 1

浅間山 2 ● 1 ● 1

※ 複数の分野を専門としている学識者が含まれるため、各分野の合計と必ずしも一致しない

（人）地質学 （人） 砂防学 （人） 防災合計（人） 地球物理学 （人） 地球化学 （人）地球物理学 （人）火山名 合計（人） 火山名（人） 防災 （人）地球化学 （人） 地質学 （人） 砂防学
※ ※

各火山防災協議会に参画している学識者 （平成２８年９月３０日現在）
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気象庁
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噴火警戒レベルの運用火山について

噴火警戒レベルが運用されている火山

平成19年12月1日運用開始

平成20年～28年3月運用開始

平成28年7月運用開始

平成28年中に運用開始予定

※霧島山（えびの高原（硫黄山）周辺）は、運用火山数に含めていない。

平成19年12月 16火山

樽前山、北海道駒ヶ岳、岩手山、吾妻山、
草津白根山、浅間山、富士山、伊豆大島、
九重山、阿蘇山、雲仙岳、霧島山（御鉢、新燃岳）、
桜島、薩摩硫黄島、口永良部島、諏訪之瀬島

平成20年3月 ２火山 御嶽山、三宅島

平成20年6月 １火山 有珠山

平成20年12月 ２火山 雌阿寒岳、十勝岳

平成21年3月 ４火山 那須岳、磐梯山、安達太良山、箱根山

平成21年10月 １火山 秋田駒ヶ岳

平成23年3月 ３火山 伊豆東部火山群、焼岳、新潟焼山

平成25年7月 １火山 秋田焼山

平成27年9月、10月 ２火山 白山、倶多楽

平成28年3月 ２火山 アトサヌプリ、恵山

平成28年7月 ３火山 岩木山、蔵王山、鶴見岳・伽藍岳

レベル運用火山の合計 ３７火山 （平成28年9月現在）

平成28年中に運用開始
予定

１火山※ 日光白根山、霧島山（えびの高原（硫黄山）周辺）

赤字：噴火警戒レベル判定基準公表火山 （平成28年9月現在）

気象庁では、岩⽊⼭、蔵王⼭、鶴⾒岳・伽藍岳に噴⽕警戒レベルを７⽉26⽇に運⽤開始し、レベル運
⽤⽕⼭の合計を37⽕⼭とした。あわせて同三⽕⼭のレベルの判定基準も公表し、これにより、判定基
準公表⽕⼭を、浅間⼭、御嶽⼭、桜島とあわせて６⽕⼭とした。
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口永良部島火山防災連絡事務所の設置

気象庁では、⼝永良部島の⽕⼭防災対応を強化するため、平成28年10⽉1⽇に「⼝永良部島⽕⼭防災
連絡事務所」を屋久島町役場庁舎内に設置。
⽕⼭防災連絡事務所の設置は、伊⾖⼤島、三宅島、浅間⼭、阿蘇⼭に続き５カ所⽬。

地元⾃治体・防災関係機関

⽕⼭監視・警報センター
地域⽕⼭監視・警報センター

⽕⼭防災
連絡事務所

【連絡事務所の主な業務】
■通常の業務
・⽕⼭防災協議会等との⽕⼭防災に関する
連絡調整及び⽕⼭活動状況の解説

・⽕⼭防災に関する情報収集・整理
・⽕⼭防災訓練の企画・実施への助⾔
・異常時対応マニュアル等の整備
・現地観測（熱観測、⽕⼭ガス観測など）
・⽕⼭観測施設の保守・点検⽀援
・普及啓発業務（学習会等での講演）

■異常時の業務
・⽕⼭機動観測（降灰観測、機動観測班
合同観測など）

・災害対策本部等への⽕⼭活動状況の解説
・⽕⼭防災に関する避難勧告・指⽰等に
対する助⾔

・重要な情報（特別警報、⼟砂災害警戒
情報等）の伝達

連携・⽕⼭監視
・警報・情報発表

・活動状況の解説
・防災対応に係る
⽀援・助⾔ 等

浅間⼭ ：軽井沢消防署
伊⾖⼤島 ：⼤島町役場
三宅島 ：三宅村役場
阿蘇⼭ ：阿蘇市役所
⼝永良部島：屋久島町役場
（H28.10〜）

⽕⼭監視・警報センターと⽕⼭防災連絡事務所が⼀体となって、
地元⾃治体や関係機関と連携しながら、⽕⼭防災を推進。
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国土地理院
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火山活動に関する最近の取り組み

⾯積は約2.75km²、最⾼標⾼は142ｍ
〜⼤きな変化は⾒受けられず〜

国土地理院は、平成28年７月25日に無人航空機（UAV）により西之島の空中写真を撮影し、島の現状を解析しまし
た。この撮影は平成25年12月より、定期的に計測しており、今回で10回目になります。

「⻄之島」の無⼈航空機による撮影及び地形計測結果

130km

西之島の位置

⦿東京

約950km

西之島
平成28年７月25日現在の「西之島」（斜め写真）

撮影に用いた無人航空機

撮影は、防衛省の協力を得て、東京
都小笠原村父島から無人航空機によ
り実施しています。

西之島正射画像及び海岸線の変遷

①平成25年12月4日
⑫平成28年7月25日（今回）⑨平成27年7月28日⑤平成26年7月4日
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海上保安庁
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海上保安庁による海域火山調査（平成28年6月以降の取組）

• 「西之島」の火山活動について、航空機による定期的な目視観測、
熱計測の監視観測を継続して実施

• 平成28年8月に、測量船により「伊豆大島」周辺海域の海底地形
調査等を実施

• 観測成果は、 火山噴火予知連絡会に報告するとともに、海域火
山データベースで公表

取組概要

測量船「拓洋」

伊豆大島周辺海域の海洋調査（８月）西之島の定期監視観測（６月～８月）

熱画像

目視観察

海域火山

8月18日の西之島

8月18日の火口付近目視観測

火口

11



文部科学省
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次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトの体制について
○プロジェクト・リーダー（PL）1名とプロジェクト・アドバイザー（PA）2名をそれぞれ選定。

PL：藤井敏嗣 NPO法人 環境防災総合政策研究機構 環境・防災研究所長

総括担当PA：西垣隆 科学技術振興機構科学技術振興調整費 プログラム主幹

リスコミ担当PA：関谷直也 東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター 特任准教授

次世代火山研究推進事業（6件）

○課題：「火山研究人材育成コンソーシアム構築事業」（国立大学法人東北大学 西村太志）
【概要】
大学院修士課程学生を中心に、火山に関する広範な知識と高度な技能を有する火山研究者を育成するため、火山研究人材育成コンソーシア
ムを構築し、国内外の研究資源・教育資源を結集し、主要３分野（地球物理学、地質・岩石学、地球化学）に加え、工学、社会科学などの
関連分野を体系的に学ぶことができる教育プログラムを策定・実施する。

火山研究人材育成コンソーシアム構築事業（1件）

○課題A：「各種観測データの一元化」（国立研究開発法人防災科学技術研究所 上田英樹）
【概要】
本事業で新たに開発する観測技術による多項目の観測データ及び既存の観測機器による観測データを、一元化共有する仕組み・システム
の開発を行う。

○課題B：「先端的な火山観測
技術の開発」（国立大学法人東
京大学地震研究所 森田裕一）
【概要】
火山噴火の発生確率の提示に資
する観測技術及び火山災害の状
況をリアルタイムで把握し、火
山活動の推移予測の提示に資す
る観測技術の開発を行うため、
４つのサブテーマの連携のもと
に先端的な火山観測技術の開発
を行う。

○課題C：「火山噴火の予測技
術の開発」（国立大学法人北
海道大学 中川光弘）
【概要】
火山噴火の発生確率の提示を
行う手法を開発するため、３
つのサブテーマの連携のもと
に火山噴火の予測技術の開発
を行う。

○課題D：「火山災害対策技術
の開発」（国立研究開発法人防
災科学技術研究所 中田節也）
【概要】
火山災害の状況をリアルタイム
で把握し、火山活動の推移予測
を提示するのに資するシステム
等を開発するため、３つのサブ
テーマの連携のもとに火山災害
対策技術の開発を行う。

○課題E①：「空中マイ
クロ波送電技術を用いた
火山観測・監視装置の開
発」（国立大学法人九州
大学 松島健）

○課題E②：「位相シフ
ト光パルス干渉法を用い
た振動観測システムによ
る火山観測の実施」（国
立大学法人秋田大学

筒井智樹）

データの一元化
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火山災害の軽減に貢献するため、他分野との連携・融合を図り、「観測・予測・対策」の一体的な研究と火山研究者の育成・確保を推進するため、下記２事業より構成

① 「次世代火山研究推進事業」⇒ 従前の観測研究に加え、「観測・予測・対策」の一体的な火山研究及び火山観測データの一元化流通の推進
② 「火山研究人材育成コンソーシアム構築事業」⇒ 火山に関する広範な知識と高度な技能を有する火山研究者となる素養のある人材を育成
事業期間：平成28年度～平成37年度（10年間）

また、以下のように1名のプロジェクト・リーダー、2名のプロジェクト・アドバイザーを設置する。

○プロジェクト・リーダー（PL） ⇒ 両事業の調整・進捗管理等、プロジェクト全体の統括、指導・助言を行う。

○総括担当プロジェクト・アドバイザー（総括担当PL） ⇒ PLを補佐し、両事業の各課題について指導・助言を行う。

○リスクコミュニケーション担当プロジェクト・アドバイザー（リスコミ担当PA） ⇒ PLを補佐し、事業責任者等に対してリスコミに係る指導・助言を行う

文部科学省

火山プロジェクト事務局（研究開発局地震・防災研究課）

外部評価

【構成】外部有識者
・フォローアップ
（事業実施１～３年目､５､６､８､９年目）

・中間評価（事業実施４年目､７年目）
・事後評価

評価会

指示 意見

事業管理
【座長】ＰＬ

【構成】外部有識者

ＰＡ（総括担当、リスコミ担当）

・企画提案書の審査

・採択課題の選定

審査会

意見

事業実施体制

プロジェクト・リーダー（ＰＬ）
【補佐】総括担当プロジェクト・アドバイザー（ＰＡ）

リスクコミュニケーション担当プロジェクト・アドバイザー（ＰＡ）

総合協議会（年２回程度）
【座長】ＰＬ
【構成】外部有識者、ＰＡ（総括担当、リスコミ担当）、

火山研究運営委員会主査、課題Ａの事業責任者、

人材育成運営委員会主査 等
報告 報告統括

指導・助言
統括

指導・助言

【概要】
・直面する火山災害への対応（災害状況をリアルタイムで把握し、火山活動の推
移予測を提示）

・火山噴火の発生確率を提示するというアウトプットを目指すため、従前の
観測研究に加え、他分野との連携・融合を図り、「観測・予測・対策」の
一体的な研究を推進。

【枠組】
・公募により課題を選定。
・火山研究運営委員会を設置し、委員会の事務局となる課題責任機関をプ
ラットフォームとして、ＰＬの強力なリーダーシップの下、実施。

次世代火山研究推進事業
【概要】
・大学、国立研究開発法人等が、広く社会で活躍する火山研究人材の裾野を拡大するとともに、
火山に関する広範な知識と高度な技能を有する火山研究者となる素養のある人材を育成する
「火山研究人材育成コンソーシアム」を構築。

・国内外の研究資源・教育資源を結集し、主要３分野（地球物理学、地質・岩石学、地球化
学）に加え、工学、社会科学などの関連分野を体系的に学ぶことができる「火山研究人材育
成プログラム」を策定・実施。

・火山関連の基礎能力及び応用能力を養うことを目的としたコースをそれぞれ設置。
【枠組】
・公募により選定。
・火山研究人材育成コンソーシアムの代表機関がコンソーシアム事務局として、コンソーシア
ムの管理・運営を行い、また、「人材育成運営委員会」を設置・運営する。コンソーシアム
参加機関、コンソーシアム協力機関の参画を得て、火山研究人材育成プログラムを実施。

火山研究人材育成コンソーシアム構築事業

火山噴火の発生確率を提示
直面する火山災害への対応

（災害状況をリアルタイムで把握し、活動の推移予測を提示）

理学にとどまらず工学・社会科学等の広範な

知識を有する研究者を育成・確保（80人→160人）

アウトプット

（参考１）次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト 概要
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（参考２）ＰＬ・ＰＡ・総合協議会について

プロジェクト全体の枠組みとして、プロジェクト・リーダー（ＰＬ）及びプロジェクト・アドバイザー（ＰＡ）、次世代火山研究・人材育成総合

プロジェクト総合協議会（以下「総合協議会」という。）を設置し、運営を行うとともに、次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト評価会を

設置し、本プロジェクトの評価を行う。

ＰＬは、両事業の調整・進捗管理を行う等、プロジェクト全体の統括、また、総合協議会の座長を務める。ＰＡについては、ＰＬを補佐して、事

業又は事業の各課題の進捗状況・隘路となっている課題等の把握やリスクコミュニケーションについて指導・助言を行う。

プロジェクト・リーダー及びプロジェクト・アドバイザー

役職 氏名 所属機関･役職（学外役職） 

プロジェクト・リーダー（ＰＬ） 藤井 敏嗣 

ＮＰＯ法人 環境防災総合政策研究

機構 環境・防災研究所長 

東京大学 名誉教授 

総括担当 

プロジェクト・アドバイザー 

（総括担当ＰＡ） 

西垣 隆 
科学技術振興機構・科学技術振興調

整費 プログラム主管（ＰＯ）  

リスク・コミュニケーション担当

プロジェクト・アドバイザー 

（リスコミ担当ＰＡ） 

関谷 直也 
東京大学大学院情報学環総合防災情

報研究センター 特任准教授 

外部有識者 

池谷 浩 
（一財）砂防・地すべり技術センタ

ー 研究顧問 

岩田 孝仁 静岡大学防災総合センター 教授 

小屋口 剛博 東京大学地震研究所 教授 

野村 竜一 気象庁地震火山部 管理課長 

里村 幹夫 
神奈川県温泉地学研究所 所長 

静岡大学 名誉教授 

南沢 修 
長野県危機管理部危機管理防災課 

火山防災幹 

高松 正人 
ＪＴＢ総合研究所 常務取締役 

観光危機管理研究室長 

岡山 悠子 
日本科学未来館 国際調整室 

科学コミュニケーター 

火山研究運営委員会 座長 清水 洋 
九州大学大学院理学研究院附属  

地震火山観測研究センター長 

人材育成運営委員会 座長 西村 太志 東北大学大学院理学研究科 教授 

次世代火山研究推進事業 

 課題Ａ事業責任者 
上田 英樹 

防災科学技術研究所 地震津波火山

ネットワークセンター火山観測管理

室長 

 

総合協議会構成員

役職 氏名 略歴 

プロジェクト・リーダー（ＰＬ） 
藤井 敏嗣

1975年 東京大学大学院理学系研究科博士課程修了

1975年 東京大学理学部助手 

1984年 東京大学地震研究所助教授 

1989年 東京大学地震研究所教授 

1997年 東京大学地震研究所所長（2001年3月まで）

2004年 東京大学理事・副学長（2005年3月まで） 

2010年 東京大学地震研究所を定年退職 

 ＮＰＯ法人 環境防災総合政策研究機構 

 環境・防災研究所長 

2010年 東京大学名誉教授 

2012年～ 北陸先端科学技術大学院大学 監事 

2014年～ 山梨県富士山科学研究所 所長 

総括担当 

プロジェクト・アドバイザー 

（総括担当ＰＡ） 
西垣 隆 

1975 年 京都大学大学院工学研究科修士課程修了 

1975 年 三共中央研究所 研究員 

1982 年 三共バイオサイエンス研究所 主任研究員

1984 年 東京大学医科学研究所 がんウイルス研究

部研究員 

1986 年  コロンビア大学理学部 生物科学教室 

ポスドク研究員 （～1987 年） 

1990 年 東京大学医科学研究所 感染症研究部 

    研究員（招聘：兼任） （～1997 年） 

1993 年 三共第二生物研究所 研究第五室・室長 

1997 年  三共海外医薬営業本部業務室 

2003 年  三共海外医薬営業本部海外マーケティング部長

2006 年～ 科学技術振興機構･(旧)科学技術振興調

整費(戦略推進費)プログラム主管 

リスク・コミュニケーション担当 

プロジェクト・アドバイザー 

（リスコミ担当ＰＡ） 
関谷 直也

2004年 東京大学大学院人文社会系研究科社会情報

学専門分野博士課程単位取得満期退学 

2004年 東京大学大学院情報学環特任助手 

2006年  東京大学大学院情報学環助手 

2007年 東洋大学社会学部専任講師 

2010年 東洋大学社会学部准教授 

2014年～ 東京大学大学院情報学環総合防災情報研究

センター特任准教授 
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国立研究開発法人

防災科学技術研究所
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防災科学技術研究所における最近の火山防災対策の取組

平成28年９月７日 「次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト」次世代火山研究推進事業に採択。

防災科学技術研究所の主な取組（１）

『課題Ａ：各種観測データの一元化』の課題責任機関として

日本の火山研究を強力に推
進する体制として、「火山研究
推進センター」を設置

センター長 1名
副センター長 2名

研究員 10名
事務職員 3名

防災科学技術研究所 組織図

『課題Ａ：各種観測データの一元化』と他の課題との連携について

• 火山研究運営委員会の運営

• 研究集会の運営

• 専用ホームページの開設・運営

• その他次世代火山研究推進事業の推進に必要な業務

各府省庁、大学、自治体、民間事業者等の関係機関と深い連携を図りながら火山研究の中核機関とし
て本事業並びにSIP「レジリエントな防災・減災機能の強化」を推進

表示内容 利用者 利用目的

・火山防災対策、対応に必要な
インフォメーションプロダクツを集約
（課題Ｄ－３と連携して、利用者に応じた

効果的なコミュニケーション方法を検討）

・リアルタイムの観測データ

・過去の観測データ

・データの処理結果

・地方自治体

・防災機関

・研究者

・観測所

・研究機関

・火山防災対策

・火山防災対応

・研究開発

・火山活動評価

・地方自治体等への助
言に利用

各種観測データの
わかりやすい
アウトプット
（課題D3と連携）
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防災科学技術研究所における最近の火山防災対策の取組

『課題Ｄ：火山災害対策技術の開発』の課題責任機関

●サブテーマ１：無人機（ドローン等）による火山災害のリアルタイム
把握手法の開発

●サブテーマ２：リアルタイムの火山灰ハザード評価手法の開発

●サブテーマ３：火山災害対策のための情報ツールの開発
火山防災協議会において火山専門家が地方自治体等へ助言
したり、地方自治体等や国民自らが災害予防及び被害拡大防
止に必要な行動をとるための科学的根拠に基づく情報が得ら
れるツールを開発する。また、ツールを開発するに当たり、研
究段階からユーザーである自治体等と連携して取り組む。

火山災害の状況をリアルタイムで把握し、火山活動の推移予測を提示
するのに資するシステム等を開発するため、以下の３つのサブテーマの
連携のもとに火山災害対策技術の開発を行う。

防災科学技術研究所の主な取組（２）

サブテーマ３ 『火山災害対策のための情報ツールの開発』の
他課題への成果の反映

サブテーマ３ イメージ図 18



国立研究開発法人

情報通信研究機構
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最近の取組(阿蘇山緊急観測)

熊本地震への緊急観測を実施(平成28年4月17日）した際に阿蘇山を観測
４か月前に比較して大きな変化のないことを確認（火山噴火予知連に報告）

図1:平成27年12月5日観測の阿蘇
中岳および同第一火口

2015/12/5 14:45JST 2016/4/17 09:56JST

第1火口部分の拡大 第1火口部分の拡大

図2:平成28年4月17日観測の阿蘇
中岳および同第一火口
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国土交通省

水管理・国土保全局砂防部

21



火山噴火緊急減災対策砂防計画の策定状況

N32°

N28°

N24°

E140° E144°

南西諸島

十勝岳
ｱﾄｻﾇﾌﾟﾘ

大雪山

樽前山

恵山 倶多楽

雌阿寒岳

吾妻山

岩手山

蔵王山

那須岳
安達太良山

栗駒山

日光白根山

十和田

八甲田山

富士山

浅間山
箱根山

伊豆東部火山群

八丈島 三宅島

新島

神津島

青ヶ島

伊豆大島

秋田駒ヶ岳

白山

草津
白根山

北海道
駒ヶ岳 有珠山

岩木山秋田焼山

鳥海山

磐梯山新潟焼山

乗鞍岳

焼岳

御嶽山

弥陀ヶ原

九重山

阿蘇山

雲仙岳

霧島山桜島

薩摩硫黄島

口永良部島

諏訪之瀬島

鶴見岳・伽藍岳

火山噴火緊急減災対策砂防計画策定対象火山（４９）

平成2８年３月末現在、２７火山で策定

策定済み火山
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２０１６火山砂防フォーラム

２０１６火山砂防フォーラム
日時：平成2８年1０月２０日（木）～２１日（金）
場所：長野県木曽町
開催テーマ：

火山を知り、火山と共に生きる
～火山噴火対応の教訓を踏まえて、安全で魅力

ある地域づくりを実現しよう！～
プログラム：

○事例報告
「御嶽山噴火における砂防部局の対応」

座長 平松晋也 信州大学農学部教授
発表 国土交通省多治見砂防国道事務所

長野県砂防課
○研究発表

「活火山御嶽山とわたしたちのくらし」
発表 木曽町立三岳小学校５，６年生

「知ってほしい御嶽山の魅力、考えて
いこう御嶽山の安全対策」

発表 御嶽山レポーターの皆さん
○ポスターセッション

「全国からの火山防災対策の取り組み報告」
○パネルディスカッション

「噴火！地震！土砂災害！火山地域の災害対
策と減災地域づくり」
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